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2016 年度第 3 回団体交渉記録

日時　2017 年 1 月 19日（木）14：00~15：10

場所　エスパス

■大学側：大槻理事、佐藤人事企画部長等

□組合側：飛田委員長、黒瀬副委員長、高橋書記長、岩崎全大教書記次長、高橋県労連議長、

鎌内県労連事務局長等

議題（組合側申入れ事項）

・ 無期転換にかかる人事方針の見直しについて（継続）

（文責組合）

◯なぜこういう形になったのか--9 月方

針を基本に、「働き方改革実現会議」の

「同一労働同一賃金」の考え方で。

■補佐　これから交渉を始める。大学側から配

付資料の説明をしたい。

□組合（副委員長）　時間が１時間しかないの

で、細かい内容は事前の説明で把握したので、

なぜこういう形になったのかを説明してほし

い。なぜこういう新方針になったのか。

■理事　白紙撤回ではない。昨年 2 月に制度を

つくり、それに対して変更を加えて、手続き

を進めようとしていたが、前回も説明したと

おり、これについて説明がなかったという声

明があったのは事実に反するものとして残念

に思っている。その後の「働き方改革実現会

議」の考え方、あるいは情勢に鑑みてより良

い制度をつくるということで今回の提案をし

た。

◯どこの部分がダメで見直したのか—大
学：9 月方針を基本に「より良い形」

に。

□組合（書記長）　そういった抽象的な話では

なく、どこの部分がダメで見直したのか。

■理事　大学が社会の要請に応えて人事政策を

行う中で、より良い雇用のあり方を考える必

要がある。昨年 9 月改定方針の基本線と、同

じような形でより良い形で。

◯交渉によって変わり得るか—有用な意
見、実現可能なものを検討する。

□組合（委員長）　今回は、方針は決定された

ものではなく、交渉によって変わり得るもの

だと考えてよいか。

■理事　交渉によってというか、１月１７日に

部局長連絡会議に提示して、大きな方針とし

ては部局長連絡会議で議論していただき、大

学の案としては了解いただいた。このことに

限らず、一般論として、大学の案でありしか

も労働条件なので、最終的には就業規則改正

等の必要な手続きをとる。その間に当然、よ

り良いもの、検討に価するものを踏まえ、検

討する。

□組合（委員長）　労使対等な立場で交渉を行

うものだ。立場は違うので、大学側から出て

きた方針がそのまま通るというのは、我々の

考えとは随分違うところもあるので、どちら

にも有益と思える方針に歩み寄って、最終的

に一番良いものを作るのが最善だと我々は考

えている。議論がただ、大学側から提示され

たものを受け入れるのではなく、職員側で考

えていることも受け取ってほしい。

■理事　有用な意見があればうけたまわる。実

現可能なものがあれば、それについて検討す

る。このことに限らず。

□組合（委員長）　宜しくお願いする。

◯旧案と比べてより良くなっているのは

—「限定正職員」について 3 年目から
本人申請可、3 年目から可。なれば待

遇改善。

□組合（副委員長）　では、前回よりもより良

い案だということだが、どの辺りが前回と比

べてより良くなっているのか。
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■部長　資料中央の採用手続きのところを見て

ほしい。本人申請を可能にしているのが前回

との大きな違いだ。前回までの案では基本的

には大学側で選考という仕組みだったが、本

人申請ができるようにした。勤務時間数週 20

時間以上といった限定はあるが、本人からの

申請に基づいて選考する仕組みにした。そこ

が大きなメリットだと思う。もう１点は、左

側を見てほしい。申請要件で、業務限定職員

の一般では、今までの案では基本的には 5 年

を経過した後に、ということだったが、勤続

年数が申請年度末時点で 3 年以上あれば、申

請できるようにした。３つ目としては、採用

後の主な労働条件のところで、基本的には正

職員に準じた扱いにする。

◯「限定正職員」は改正労働契約法と無

関係。元々「実質無期」の他、新方針

による新たな「無期転換」なし。

□組合（副委員長）　提供された大学資料「准

職員・時間雇用職員の無期雇用について【概

要】」に１、２、３とあり、今は１の「新た

な人材登用の仕組みとして『限定正職員』制

度を導入」について説明された。２が「労働

契約法第 18 条に基づく無期転換」だ。３は

「その他」とある。今説明された１は改正労

働契約法と関係ない部分か。

■部長　そうだ。

□組合（副委員長）　そうですね。

■部長　はい。

□組合（副委員長）　では、我々が今回の交渉

で交渉したいのは、ここで言えば２の「労働

契約法第 18 条に基づく無期転換」の話だ。

それを見ると、対象者が「昭和５５年７月以

前に任用された職員」「平成 16 年３月３１日

以前から継続雇用の時間雇用職員」等で、こ

れは昨年２月の資料で B 区分にカテゴライズ

されていた。それから「非常勤講師」「医院

等」がある。ということは、法改正があろう

がなかろうが最初から更新限度の定めがない

人たちだ。その人たちが通算契約期間５年を

超えた時点で本人の申し込みで「労働契約法

第 18 条に基づく無期転換」ができるという

ことだ。ということは、労働契約法が改正さ

れた結果として無期転換できる人は、もとも

と更新限度の定めのない人だけであって、こ

の新方針によって新たに無期転換できる人は

1 人もいないということになるのではないか。

■部長　最初に説明した「限定正職員」と関係

する。労働契約法第１８条の無期転換は、基

本的には転換前の処遇を変えないものという

制度だ。今回の新方針によって、実は前回も

そうだったのだが、処遇を変えようとしてい

る。処遇を変えて、なおかつ正職員になれる

道を保障しようとし、働く人にメリットがあ

るようにした。それを大前提として整備した。

◯「5 年で雇止め」前提。働き続けたけ

れば、自分で「限定正職員」にアプラ

イせよ。

□組合（副委員長）　おそらく今の説明の意味

は、通算 5 年経った人は、続けて東北大学で

働きたければ、自分で申請してこのどれかの

タイプの「限定正職員」にアプライしなさい、

ということですね。それはそれで、そのよう

な人材登用をしたいというのは、それはそれ

でありなのかもしれないが、労働契約法が改

正されたときの文言は、5 年働いたら無期に

転換する権利が労働者にあるということだ。

その前に試験を課すというような、そんなも

のはなく無期転換するというものであるはず

だ。その道がこの案にはない。1 人もそれに

は該当しない。そういう理解で良いか。

■部長　はい。前の案でも、試験は出していな

いが、部局の評価を重視していた。試験では

ないが。

■理事　改正労働契約法の第 18 条を、もう少

し正確に、おそらく理解しているとは思うが、

説明する。有期の雇用が 5 年を超えて 6 年目

に入ったときに希望すれば、ということだ。

◯違法でなければ良いのか--理事「法律

で禁止されている雇止めではない」

□組合（副委員長）　ええ。だから、この制度

でいうと、もともと期間の定めがなくて、も

ともと事実上無期雇用だった人が無期転換に

なるということであって、労働契約法が改正

されたことによって無期転換になる人が 1 人

もいないということではないか。

■理事　本学の就業規則で上限 5 年となってい

るので、それが前提だ。

□組合（副委員長）　だから、事実上雇止めを

するということではないか、というのが、我々

のこの案についての理解だが、その認識で正

しいか。

■理事　法律で禁止されている雇止めにはなら

ない。

□組合（副委員長）　違法ではないということ
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ですね。

■理事　そうです。そこのところにちょっと誤

解があるのではないかと思った。

□組合（副委員長）　違法なことをしないのは

もちろん大前提だ。それプラス、適切かどう

か、社会的に見て納得できるものなのかどう

か。たしかに、この制度自体違法ではないと

思うが、しかしこれは、社会から批判されな

いものかは、我々としては疑問だ。これは、

社会から批判されない、社会から賞賛される

ような制度だと考えるか。

◯「今後の東北大の財政状況を考えた場

合に、こういった選択をとらざるを得

ない」

■理事　決して間違ったことはしていない。今

後の東北大の財政状況を考えた場合に、こう

いった選択をとらざるを得ない。常勤職員の

給与さえ、もはや臨時的な資金に頼っている。

このことをどう考えるか。

□組合（支部書記長Ｏ）　改正労働契約法の法

律には違反してはいないとして、改正労働契

約法の趣旨は何かというと、二極化とも言わ

れるが、正社員と非正規の間でギャップが大

きく、労働条件の差を埋めることは容易では

ないが、できるだけ無期雇用にすることで雇

用を安定させるというのが改正労働契約法の

趣旨だ。その趣旨に対して、東北大学の方針

がかなっているのか。

◯理事：（雇用安定の）趣旨はまったくそ

のとおりだが、条文違反ではない。経

営安定という趣旨もある。

■理事　趣旨はまったくそのとおりだ。しかし

その趣旨を実現する上で、ルールとして条文

ができている。その条文の中では、5 年を超

えて、ということになっている。それ以前に、

労使の間で上限を決めるということは認めら

れているし、それはある一定の数で行われて

いるもので、他大学でもそうではないか。

□組合（支部書記長Ｏ）　5 年で区切って雇止

めをすること自体が禁じられているわけでは

なく、それは、法律上は間違いないが。

■理事　趣旨には、経営の安定という趣旨もあ

る。雇用するために本体がおろそかになって

しまってはいけない。その微妙なニュアンス

で条文ができている。そこを考えてほしい。

◯非正規は増え続けている。

□組合（支部書記長Ｏ）　先ほど理事が、正規

職員の給与も支払われないのでという話があ

ったが、９月の交渉でも示したが、非正規雇

用職員の数はずっと増え続けている。減って

いない。

◯外部資金には恒常的に見込まれる保障

がない。運営費交付金は数億円単位で

減。

■理事　それは外部資金による。外部資金とい

うのは、今後恒常的に見込まれるかどうかは

保障の限りではない。今年度の人事院勧告に

準拠してやろうと思っているが、それに要す

る費用は数億円だ。今後もベースアップして

いけばそれに対応せざるを得ない。運営費交

付金が数億円単位で減っている。たまたま前

年より増ということもあるが、そういった中

で、全体の経営をどう考えていくか、という

ことだ。ではここで、希望者全員として、そ

の人たちが確保されたとした場合に、各部局

においては、有期の教員、研究者が増えてい

る。それは、これまでの常勤の数を減らして

いかざるを得ないということだ。いいことか

どうかはともかく現実問題としてある。教育、

研究、社会貢献という大学の使命をはたすた

め、そういったことを全体として見ていかな

ければならない。

◯財政上、無期転換を避けるためか。

□組合（全大教書記次長）　今言われたことを

確認したい。准職員、時間雇用職員について

ほとんどの人に通算 5 年の上限を設けている

ということだ。その上限を設けている趣旨は、

5 年を超えると無期雇用に転換する権利が生

じるので、それは大学の財政上避けたいとい

うことで、それを避けるために５年上限を設

けているということか。

◯理事「違う。財政状況だけを考えれば

3年で良かった。」

■理事　違う。

□組合（全大教書記次長）　違うのか。

■理事　従来、3 年の上限をもってやってきた。

財政状況だけを考えれば 3 年で良かった。そ

れを我々は労働契約法改正によって、なるべ

く長期で雇用しようということで 5 年に改定

した。３年上限の大学はたくさんある。
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◯5 年という上限を設けている現状の趣

旨は

□組合（全大教書記次長）　いや、３年から５

年にした趣旨ではなく、5 年という上限を設

けている現状の趣旨のことだ。その５年とい

う上限を設けている趣旨は、それ以上に更新

すると無期雇用への転換権が生じるので、５

年という上限を設けているということか。

■理事　改正労働契約法の違法な雇止めに該当

するような、雇止めを回避するためというこ

とではない。従来 3 年だったものを 5 年に延

長した。

◯東北大の仕事は５年で交代してもかま

わないものなのか。理事：限定正職員

導入は経験を考慮するため。

□組合（県労連議長）　一つ聞きたい。３年で

も５年でも同様だが、東北大学の仕事の内容

は、１年でも２年でもかまわないという仕事

内容なのか。私は、仕事というのは 5 年、10

年やって仕事というのではないかと思う。東

北大学は、多くの人の雇用を保障するために

やっているだけであり、大学の業務としては

3 年でも 5 年でも十分だということか。

■理事　冒頭に説明しようと思っていたのだが、

今回「限定正職員」制度を設けたのは、一定

のそういった人たちの経験を考慮したいとい

うことだ。

◯「限定正職員」の数はどれだけ見込ん

でいるのか、規模を示さず。

□組合（県労連議長）　もう一つ聞きたい。「限

定正職員」の数はどれだけ見込んでいるのか。

今この大学で働いている人のこの労働、この

仕事は全部、必要だからやっているのではな

いか。実は３年位でいいという人はたくさん

いるのだが、5 年にしたから雇ってあげると

いうような働き方なのか。大学の仕事という

のはその程度なのか。

■理事　たいへん残念な言われ方だ。我々とし

ては、この資料にあるように「業務経験のあ

る准職員・時間雇用職員の中から、意欲の高

い優れた人材」を登用するということだ。

□組合（県労連議長）　規模はどの位を想定し

ているのか。

■理事　「意欲の高い優れた人材」を登用する、

ということなので、申請に応じて、さらにそ

の人がどのような評価をされているのか等、

選考によって決まるものなので、あらかじめ

規模を示すことはできない。

◯単純な無期転換は「財政的に保障でき

ない」と否定し、「限定正職員」の規模

を示さず。

□組合（県労連議長）　財政上の問題を最初に

言っているわけですよね。それが前提にあり

ながら、意欲・能力で限定するのは矛盾しな

いか。

■理事　それはない。要するに、今年・来年と

いうことならばある程度のことができる。し

かし、一旦無期雇用になった場合には 20 年・

30 年と雇用しなければならない。そこまでは

保障できない。だから、ここでどの程度とい

う規模を示すことはできない。

◯単純な無期転換の財政見通しの議論を

「限定正職員」応募の見通しにすり替

え

□組合（支部書記長Ｏ）　今のは、全然話が分

からない。

■理事　再来年の外部資金はありますか。わか

らないでしょう。

□組合（支部書記長Ｏ）　そのために今年雇用

するかどうかが影響されるのか。

■理事　そうではなく、まずはどの程度の人が

応募してくるか見なければならない。

◯財政上の問題としては、単純な無期転

換の方が財政上、人数を確保できる。

□組合（副委員長）　財政的な面を経営する立

場から重視しなければならないことはよくわ

かる。しかし、なぜ「限定正職員」を入れた

のか、よくわからない。つまり「限定正職員」

にすると、たとえば賞与もあり、今の非正規

雇用の人が「限定正職員」になったら、その

部局にとっては同じ人を雇用するコストが上

がりますよね。それなら、経営を圧迫するの

ではないか。無期転換で同じ条件のままずっ

と働いてくれた方が良いのではないか。たし

かに、外部資金で運用するとして、外部資金

が途切れたらその人に辞めてもらわなければ

いけないかもしれないが、それは「限定正職

員」にしても同じことではないか。経営的に

無理ならば、その人に辞めてもらわなければ
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ならない状況というのは、そのリスクという

のは同じではないか。

■理事　外部資金だけでなく、運営費交付金も

ある。

◯「限定正職員」になれば指導的役割や

責任の付与。選別採用されなければ「5

年間の試用期間」で雇止め。

□組合（副委員長）　もちろん、そうだ。だが、

なぜあえて、単価が高くなって、部局として

は雇用しにくい方にしなければいけなくなる

のに、なぜ普通に、同じ条件で無期転換する

というようにしないのか。

■部長　働き方がだいぶ違ってくると思う。指

導的役割や責任の付与など、使命付けを行う

ということなので。

□組合（副委員長）　各部局で雇用できる人数

が減ってきますよね。

■部長　賞与の話をすれば、フルタイムだ。そ

の上で働きがいのある処遇改善をした上でよ

りいっそう大学に尽くしてほしいということ

だ。

◯部局の仕事は減らないのに働き手の人

数が減る。

□組合（副委員長）　「限定正職員」になった

人は給与も上がりモチベーションも上がって

一生懸命働くかもしれないが、部局全体とし

てみると、その人を単に無期転換した場合と

比べてコストが上がって、たとえば今まで 10

人雇用していたのが 8 人しか雇用できなくな

ってしまうといった問題になるのではないか。

何人かはわからないが。予算が増えていくこ

とは予想できないので、非正規の職員の人数

がある程度減っていくことが予想されますよ

ね。各部局でやらなければならない仕事は減

らない。一人当たりの労働条件が非常に悪化

するのではないか。だったら、普通に同じ条

件で無期転換した方が良いだろうし、今のま

まで時間雇用職員として働きたいという人も

いるだろう。この点はどうか。

■理事　政府における「働き方改革実現会議」

の検討の方向性も踏まえたということで理解

してほしい。要するに、「同一労働同一賃金」

が方向性としては出ている。まだ、ガイドラ

インの案として示された段階で、法制化は今

後だが、今はそういった情報を踏まえている。

◯人数が減って労働環境悪化する。対策

は、「仕事のやり方を見直していく」。

□組合（副委員長）　そのおかげで人数が減っ

て、労働環境が悪くなるという面はどう改善

するのか。

■理事　仕事のやり方を見直していく必要があ

る。

◯次にまた「上限 5年」の人を補うのか。

理事：「ケースバイケース」。

□組合（県労連議長）　「働き方改革実現会議」

の「同一労働同一賃金」というが、我々は今

彼等が作ろうとしているものが、本当に「同

一労働同一賃金」を保障するものかどうか、

そんなに期待できるものだとは思っていない。

ある程度出てはいるが、しかし、ガイドライ

ンもそうだが、正規と非正規に完全な線を引

いている。我々が「同一労働同一賃金」を考

えると全く違うものになる。これが大事な視

点だ。改正労働契約法の趣旨をどう実現する

のかが今の日本の非正規の問題を解決するた

めに重要だ。たとえば東北大が上限 5 年とし

て、これで終わるのかといえば、また新しく

5 年の人を採用するのではないか。採用する

ことをやめるわけではないのではないか。

■理事　ケースバイケースだ。

□組合（県労連議長）　雇止めしたとして、そ

れで新たな人を採用することになる。そうい

うような労働者がほしいのか。一体、そんな

使い捨て労働のようなものが必要なのか。今

の労働契約法の趣旨はそういう働き方をした

ら、今の国民、労働者がどういう状態になる

のか、それを解消するために労働契約法改正

をしたのではないか。5 年があるから、その

前だったらいくらでも雇止めして良いという

ような、法を逆手にとったようなことは辞め

てほしいということが趣旨なのではないか。

◯「限定正職員」で正規との壁を低め、

一定のスキルを蓄積した人から「限定

正職員」にするが、部局の雇用財源を

圧迫し、採用・雇止めの規模が不明。

■理事　我々にとっても、一定のスキルを蓄積

した人はありがたい存在だ。そういったこと

を鑑みて、今回の限定正職員を導入しようと

言っているので、言われている問題はあたら

ない。それから、政府の「働き方改革実現会

議」のことについては答える立場にない。
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■部長　正職員化は、労働契約法改正前から出

ていた。正規、非正規の壁をもっとなくすと

いうことであれば、まさに、「限定正職員」

制度のようなものをどんどん導入していくこ

とが大事なのではないか。

［組合側配付資料の説明］

□組合（支部書記長Ｏ）　配付資料（全 4 頁）

について説明したい。

◯いろんな企業が無期転換を積極的に入

れるようになってきた。

［１頁目］　円グラフの資料が最初の頁だ。こ

れは、厚生労働省傘下の独立行政法人の労働

政策研究・研修機構の報告書で、２０１６年

５月３１日に出た報告書だ。2700 社くらいに

調査したものだ。その結果、今回調査という

のは昨年５月３１日の半年位前で、前回調査

はさらにその 2 年位前だろう。黒いところ、

黒い点になっているところは「無期雇用にす

る」というところ、０時のところから１時か

２時位のところになっているのが「雇止めす

る」「５年を超えないように運用していく」

というところだ。左のほうで浅黒くなってい

るところは「検討中・未定」とか「無回答」

だ。前回調査は労働契約法改正直後の調査だ

ったので、3 割~4 割以上が「検討中・未定」

だった。それが 2 年位経ち、「検討中・未定」

は２０数％位あるが、重要なことが何かとい

うと、０時~２時位になっている「雇止めす

る」「５年を超えないように運用していく」

というところが元々14％位あったのが、5％

とか 6％に減っているということだ。だから、

この２年位の間にいろんな企業が無期雇用を

積極的に入れるように変わってきた、という

ことだ。そういう調査報告だ。

◯９割以上が、無期転換を積極的に進め

る決定。

［２頁目］　２頁目は何かというと、同じ職種

の中で「無期契約に転換するメリット」と「無

期契約に転換する上での課題」にどのような

ものがあるか、ということだ。このようなメ

リットと課題を秤にかけて、企業はどうする

か考えて、その結果、調査した中では 90％以

上が「無期転換を積極的に進める」という決

定になっている。世の中の趨勢というか、そ

ういう方向になっている。

◯「限定正社員」導入だけでなく「無期

転換」を進めることで労働生産性が上

がる。

［３頁目］　３頁目は、昨年の 11 月 30 日に出

た「働き方の二極化と正社員」という研究報

告書からのコピーだ。左側の図が「労働市場

の現状」で、横軸が「労働負荷」が重いか軽

いか、縦軸が「職務レベル」が低いか高いか

のグラフになっている。「非正規雇用労働

者」と、いわゆる「正社員」、その途中に「限

定正社員」があるという図だ。右側の図が、

「労働市場の望ましい姿」で、「限定正社員」

制度をいろいろな形で拡大することが「正社

員」の過重労働の解消には役立つということ

が表されている。それが今回の大学提案と一

致する。ところが、注目してほしいのは、非

正規労働者の中で矢印が上に向いている。そ

れは何かというと、非正規労働の中での無期

転換を進めることが、今まで 3 年や 5 年で雇

止めされていたところが、経験が蓄積されて

非正規労働の労働生産性も上がるのだ、これ

も重要なのだということを、この報告書は同

時に強調している。だからこの報告書は、「限

定正社員」を入れれば良いという考え方とは

まったく違う。

◯本学の人事部門自らが、雇止めは効率

が悪いことを正式に報告していた。

［４頁目］　４頁目は、ご存知のように 2013

年 5 月 16 日の東北大学の「『人事改革』プロ

ジェクト・チーム報告書」の抜粋だ。上のほ

うは、現状を分析していて、「平成 15 年度の

550 名から平成 24 年度は 1,394 名と、約 10

年間で実に 2.5 倍に増加している。」と述べ、

「実態として臨時的な労働力とは言えない状

況に至っている」、とまとめている。問題点

としてこの次に指摘しているのが、「雇止め

リスク回避に伴う非正規職員の交代が招く生

産性の低下」ということで、「3 年あるいは 5

年での雇用契約満了に伴う非正規職員の交代

により、スキル蓄積による業務効率向上効果

が失われる等、定期的に生産性の低下が発生

する仕組みとなっている。」と指摘している。

だから、この時点でも雇止めは効率が悪いと

指摘している。

◯無期雇用推進を基本に、具体的な困難

について検討すべきだ。
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□組合（支部書記長Ｏ）　このような世の中の

状況を考えたときに、雇止めを基本とする、

という方針はやっぱりおかしい。できるだけ

無期雇用に転換するという立場に立つべきだ。

そのときに、実際には無期化するリスクもあ

るかもしれない。財政上の問題もあるかもし

れない。では、それをどのように検討したの

か、ということが重要だ。それを説明する義

務がある、ということを文科省も言っている

のではないか。どう思うか。

◯「財政上の理由もある」「正規の職員の

給与でさえ」「総体の人件費が厳しく」

等の一般論でなく、非正規の単純な無

期転換の困難について根拠データを出

すべきだ。

■理事　先程来説明しているが、財政上の理由

もある、ということだ。

□組合（支部書記長Ｏ）　財政上の理由という

説明をするのであれば、もう少し具体的に、

こういう理由があって立ち行かないのだ、と

いうことを説明しないと、説明したことにな

らない。

■理事　それは意見の相違だ。正規の職員の給

与でさえ、運営費交付金で賄えず、臨時的な

経費に依存せざるを得ない。

□組合（支部書記長Ｏ）　それではまったく説

明したことにならない。非正規の職員の話を

しているのだから、正規の職員の話とは別だ。

■理事　総体の人件費として今後厳しくなるこ

とのが眼前のものとしてある。それは違うか。

□組合（支部書記長Ｏ）　違う。事実としてデ

ータを出してもらわないと何も理解できない。

■部長　9 月 23 日の交渉で人件費のデータを出

し、今後何年間かの説明をした。

□組合（支部書記長Ｏ）　それは関係ない。

■部長　関係ないのか。

□組合（支部書記長Ｏ）　関係ない。非常勤の

数がずっと増えている。その給与がずっと支

払われている。

■部長　それは外部資金の話だ。

□組合（支部書記長Ｏ）　外部資金でもいいが。

■部長　24 年度以降はとくにそうだが、復興予

算が付いている。その外部資金によるものが

ある。

□組合（支部書記長Ｏ）　だったらその外部資

金のデータを出すべきだ。外部資金によって

これだけ増えている、だから外部資金によっ

て雇用されている人は、確かにこのままでは

雇用できないかもしれない、と。外部資金で

はなく、運営費交付金で雇用されている非常

勤職員もたくさんいる。そういう人はどうか。

■理事　だから運営費交付金も削られている。

□組合（支部書記長Ｏ）　削られているのはわ

かっているが。

■理事　研究費を削れということか。全体を見

なければいけない。

□組合（支部書記長Ｏ）　だから、そのデータ

をちゃんと出すよう言っている。

■理事　人事院勧告で 2 億、3 億かかるのだか

ら、どこからそれを捻出するのか。

□組合（支部書記長Ｏ）　だから、そのデータ

をちゃんと示さないと、説明したことになら

ない。

◯12 月団交で大学が、方針見直しに至っ

た経緯・理由について、「『働き方改革

実現会議』等の状況、労働環境につい

ての情勢の変更に鑑みてより良い制度

がないかどうか検討する」と説明した

ことを、組合が「説明を拒み」と言っ

ていることについて

■理事　9 月 23 日の交渉で説明したとおりだ。

前回 12 月 15 日の交渉でも、情勢について説

明したのに、組合は、説明がない、拒んだ、

と声明に書いている。それは事実に反する。

ぜひそこは見解を聞きたい。

□組合（副委員長）　何も説明しなかったでは

ないか。

■理事　冒頭 10 分間説明した。

□組合（支部書記長Ｏ）　何を説明したのか。

□組合（副委員長）　12 月 20 日の部局長連絡

会議後の懇談会のことではないか。

■理事　そうではない。12 月 15 日の団体交渉

で私から何も情勢の変更について説明がなか

ったと 12 月 26 日付の組合の声明で書いてい

ることだ。それは事実に反する。説明がなか

ったなどということはない。議事録を見てほ

しい。

□組合（支部書記長Ｏ）　12 月 15 日の団体交

渉で、具体的に何を説明したのか。

■理事　先ほど説明したとおりだ。

□組合（支部書記長Ｏ）　そういうことを言わ

ずに具体的に、一番重要なことは何か。
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■理事　組合が、説明がなかった、といってい

るのだから、説明がなかった内容を組合が言

うべきだ。

□組合（支部書記長Ｏ）　説明がなかったから、

説明がなかったと言っている。

■理事　あったものを、なかった、と言ってい

るのは組合だから、組合が言うべきだ。

□組合（支部書記長Ｏ）　何を説明したのか。

■部長　経緯・理由について説明を拒んでいな

いのに、拒んだと言っていることだ。

■理事　説明している。

□組合（支部書記長Ｏ）　弁護士に何か指摘さ

れたということか。

■部長　違う。「方針見直しに至った経緯・理

由についての説明を拒み」と言っていること

だ。

□組合（支部書記長Ｏ）　何を説明したのか。

一つでいいから言ってほしい。

■理事　「働き方改革実現会議」等の状況、労

働環境についての情勢の変更に鑑みてより良

い制度がないかどうか検討する、ということ

を言った。

□組合（副委員長）　それは説明というのか。

■理事　それを、説明を拒んだ、という言い方

はないだろう。説明をして、それが組合にと

ってどうか、という問題だ。言葉とはそうい

うものだ。それから、箝口令を敷いたなどと

いうことも一切ない。

◯大学側：指摘にうなずける点もある。

□組合（委員長）　時間も限られているので具

体的な話をした方が良い。先程の組合側配付

資料の説明と関連するが、大学側は 2 つのこ

とを軽視していると思う。1 つは、5 年で雇

止めされるということに対する不安感を労働

者がもっていたとすれば、非常に、労働の意

欲が下がるし、効率も質も落ちる。5 年で雇

止めの可能性が高いと思えば仕事に集中でき

ない。もう 1 つは、熟練・スキルを軽視して

いると思う。「限定正職員」は、とくにスキ

ルが高い人が中心になるようであり、それは

重要だと思うが、上の方で指導する人だけで

なく、いろんな細かい仕事をする人にもスキ

ルは非常に重要であり、それがアップするこ

とが大学全体として成果を上げ、生産性を上

げることにつながっていく。研究者の立場か

ら言えば、5 年で限定されれば、本当の意味

で重要な研究はできず、目先の成果が上がり

そうなことばかりするようになる。いろんな

意味で、仕事の質が落ちていく。その結果と

して大学は外部資金も取れなくなるし、評価

も落ちる。だから、人件費に使うお金そのも

のが、雇止めをすることによってどんどん減

っていくことにつながってしまうのではない

か。そうならないように、無期転換して、先

ほどの組合側配付資料にあるようにメリット

があるのだから、そちらにもっていく方が、

質を上げて大学の評価も上げて、収入を上げ

ることにつながるのではないか。

■理事　指摘された点はうなずける点もある。

我々は、そういったところから提案している。

◯組合側：「限定正職員」はほんの一部で

はないか。大学側：（本学の将来を見据

えた人事制度改革の柱の一つであり）

頭ごなしに少数だろうと言わないでほ

しい。

□組合（委員長）　ほんの一部では。

■理事　ほんの一部かどうかは、ふたを開けて

みないとわからない。

□組合（委員長）　もしほんの一部だとしたら、

大学の中のスキルを失うことになるし、新し

い人を採用しても、やはり、大きな質の低下

につながると思う。

■部長　資料の 2 枚目「『限定正職員』制度等

について」の「限定正職員制度の概要」の４

つめの下のところを見てほしい。「今後、本

学における限定正職員制度の定着動向を踏ま

え、正職員の採用・配置や業務のあり方につ

いて継続した検討を行い、本学の将来を見据

えた人事制度改革に取り組むこととする。」。

その意味で、頭ごなしに少数だろうと言わな

いでほしい。

◯なぜ無期転換を各部局の責任でするこ

とを認めないのか。最も手続きも楽で、

生産性も維持できるのではないか。

□組合（副委員長）　こういう制度を構築して、

正職員のスキル等の強化をするねらいは理解

できる。しかし、理解できないのは、なぜ無

期転換を各部局の責任ですることを認めない

のか。6 年以上、秘書なら秘書でずっと雇い

続けることを認めないことだ。財政上、どの

部局も厳しい中で、単価が上がってしまう職

員もいるので、その場合、人数が減る。どう

してそうなのか、というときに、同一労働同

一賃金だというが、たしかにそれは国際的に
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一つのスタンダードだ。それをめざして人事

改革をすることは重要だが、仕事が激増して

いて、人数は少しずつ減ってくる。たしかに

過労死などが出てはいけないし、ワークライ

フバランスをはからなければいけない。そう

すると、一番良いのは、財政のことを考える

と、20 年・30 年後のことは別として、当面

の 5 年・6 年のことを考えると、そのまま無

期転換を認めた方が、部局にとっても職員に

とっても、最も手続きも楽で、最も部局の生

産性も維持できるのではないか。

◯大学側：当初、部局判断を考えていた

が、部局が「統一的なルールをつくっ

てほしい」と希望した。

■部長　部局判断でやらせて良いのではないか、

というが、それには経緯がある。前回の方針

が出た当初の頃に、そのようにやろうとして

いたが、部局の方からそもそも、統一的なル

ールをつくってほしいと言われた。そういう

流れの中でこういう形になってきている。部

局任せのようなことはやめてほしいという状

況の中で、この間の検討が進んできていると

いうのが経緯としての事実だ。

◯なぜ単純な無期転換を認めないのか。

□組合（副委員長）　認めるか認めないかは本

部だとしても、なぜ無期転換を認めないのか。

その方が一番、生産性は維持できるし、部局

の懐具合もあまりいたまないのではないか。

◯大学：仕事は変化し、20 年・30 年働く

人を雇用し続ける財政負担は深刻。他

部局へのしわ寄せにもなる。将来、整

理解雇という手段はあるが、天下の東

北大がそんなことをすべきでない。

■理事　今、5 年・6 年という話があったが、20

代・30 代の人は 30 年以上にわたって雇用を

継続しなければいけない義務を大学が負う。

そういったときに、同じような職務が 20 年・

30 年後も続いているかどうかはわからない。

わからないというよりも、むしろ変わってい

く。そういったときに、同じ人たちをずっと

雇用していくということは、財政負担はどう

なるか。他にもっと新しい職務も増えていく。

□組合（副委員長）　それは、新方針の「目的

限定職員」の場合は、プロジェクト等が続い

ている間は 5 年を超えて働いても、と。

■部長　財源があるからだ。

□組合（副委員長）　そうですね。お金が尽き

たら、その時点で終わりということですよね。

だったら、「限定正職員」にするのではなく

無期転換したとしても、同じことだ。

■部長　それは整理解雇のような話か。大学の

特殊性だと思うが、ある特定のプロジェクト

に対してお金が出ていて、たとえば 10 年と

いった期間がある。その 10 年が終わったら

それまでという必然的な話だ。今、整理解雇

のような話をするのならば、必ずしも非正規

だから解雇して良いということではなく、全

体の話だ。「限定正職員」制度もそうだが、

結局は、正職員のあり方のようなものを考え

ていかなければならない。

□組合（支部書記長Ｏ）　10 年・20 年先に何

が起こるかを今から恐れていても仕方がなく、

そのために。

■理事　10 年・20 年先に、無期転換された人

は雇用を守られる。

□組合（支部書記長Ｏ）　その状況の中で、仕

事がなくなれば、世の中一般の話としては、

整理解雇は仕方がない。

■部長　民間企業ならばそれも良いだろうが、

天下の東北大学がそんなことをしたら。

□組合（支部書記長Ｏ）　仕事がないのに雇用

し続けることはできない。

■理事　たとえば事務補佐員など、特定の仕事

をしていたところ、お金がなくなったので、

他で雇用できないか、ということにならない

か。

□組合（支部書記長Ｏ）　もちろん、他に仕事

があればそちらで。

■理事　それが、元々必要がなかったと言えば

語弊があるが、雇用する予定のなかった人を

他の部局で引き受けなければならない、とい

うことになりかねない。

□組合（支部書記長Ｏ）　もちろん、そういう

ことはあり得る。10 年・20 年先にそういう

事態が想定されるから、今、5 年で雇止めす

るというのは。

■理事　いや、人間が関わる仕事が変化する。

そういったことも見据えなければいけない。

20 年・30 年雇用する責任は負えない。

◯大学：単純な無期転換ができない理由

が、「同一労働同一賃金」なのではない

が、一定の経験を評価して新しい仕組
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みを導入したいことが大前提。

□組合（全大教書記次長）　東北大は全国的に

注目を浴びている。結局、限定正社員や無期

雇用社員を含めて、整理解雇になった場合に

は、職務や配置先の限定等をふまえて解雇の

妥当性が判断されるだろう。整理解雇という

事態になったら正職員も含めてひとしなみに

整理解雇となる、ということはないと思う。

我々は、整理解雇を推進するわけではないが、

法律の一般的な理解としてはそういうことだ

と思う。かつ、先程も「働き方改革実現会議」

の関係で「同一労働同一賃金」ということで

「限定正職員」という制度を導入してという

ことだったが、当然、「同一労働同一賃金」

というのは職務・職責がもし異ならないので

あれば同一の賃金や処遇を、ということだ。

処遇・職責に差があるならば、それに応じた

差を設けることには合理性あるということに

なると思う。だから、「同一労働同一賃金」

を理由に、現在の有期雇用の職員の人がその

まま無期転換する、ということはさせずに、

「限定正職員」という仕組みを設ける、とい

うことにはならないだろうと思うが、どう考

えるか。

■理事　質問の意味がわからない。

□組合（全大教書記次長）　「同一労働同一賃

金」を導入しなければならないから、通常の、

そのままの職務で無期転換する、ということ

ができずに、「限定正職員」という仕組みで

雇用改善をはかる、と言っているように聞こ

えたが。

■理事　それは誤解だ。「目的」のところに書

いてあるように、一定の経験を評価して新し

い仕組みを導入したい、というのが大前提だ。

全国のことを聞きたい。3 年上限としている

大学がかなりあると思うが、そういった大学

はどのような対応をしているのか。

◯3年で雇用を継続しない大学は多いか、

少ないか。

□組合（全大教書記次長）　3 年上限としてい

るところは、3 年で一般に切るけれども、そ

の後また 3 年継続して雇用するとか、一定の

条件を満たせば 5 年雇用できるという形で、

実質的に 5 年雇用とあまり変わらないように

していると思う。東北大学の今の状況とあま

り変わらないと思う。

■理事　3 年で雇用を継続しない、という取扱

いのところが多いと思うが。

□組合（全大教書記次長）　いや、3 年という

雇用上限の条項をもっていても、東北大の従

前のあり方のように、その 3 年を超えて実質

的に継続できるというケースが多いと認識し

ている。

■部長　改正後の現在の話だ。

□組合（全大教書記次長）　だから、3 年を超

えて継続雇用できるが、そこに 5 年という上

限を設けるところが多い。

■理事　数はわからないが、5 年ではなく 3 年

を上限としているところが多い、と考えてい

るが。

□組合（全大教書記次長）　だから、そういう

ケースは、3 年を上限とした上で、一定の要

件で 4 年・5 年、というところが多い。3 年

で一律に辞めさせているというところは少な

いと思う。

■理事　調査があればほしい。

□組合（全大教書記次長）　逆に、国大協を通

じて調査しているのではないか。

◯「労働契約法第 18 条に基づく無期転

換」の対象は、①昭和 55 年 7 月以前か

ら任用されている准職員、②平成 16 年

3 月 31 日以前から継続雇用の時間雇用

職員、③非常勤講師、④医院　等。昨

年 9月改定方針の「Ⅱ②」は入るのか？

□組合（書記長）　「２」の「労働契約法第 18

条に基づく無期転換」で、【対象】が「①昭

和 55年 7月以前から任用されている准職員」、

「②平成 16 年 3 月 31 日以前から継続雇用の

時間雇用職員」、「③非常勤講師」、「④医院

等」とあるが、この「等」というところにど

れ位入るのか。従来の方針の「Ⅱ②」が新方

針でなくなったように見えるが、その「Ⅱ②」

が入るのか。

◯昨年 9 月改定方針の「Ⅱ②」は、「業務

限定正職員」の「一般」と「特殊」に

は入るが、「労働契約法第 18 条に基づ

く無期転換」には入らない。

■部長　「等」については、病院独自に「特任

助手」のような制度があるが、そういった人

たちが入る。従来の方針の「Ⅱ②」は、基本

的には「限定正職員」の「一般」や「特殊」

に入る。
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◯「等」に入るのは、労働契約法改正前

からの慣行

□組合（書記長）　その「等」に病院の「特任

助手」のようなものが入るとすると、他の部

局でもそういうことをやっていいのか。

■部長　やっていい、とはどういうことか。

□組合（書記長）　部局が判断して。

■部長　いや、これはあくまでも「労働契約法

第 18 条に基づく無期転換」であり、「従来か

ら」ということだ。労働契約法改正前にそう

いうことをしていたところ、という意味だ。

◯積極的に無期転換を推進しようとして

いた部局が財政上困るのではないか。

大学側：確認する。

□組合（書記長）　病院で、という話だったの

で、今病院は、人材確保のために無期雇用に

しよう、という話を聞いている。そういう人

たちが「限定正職員」ではお金がかさむので、

今の待遇のままで無期雇用にしたい、という

話が出たときに、上の方の「限定正職員」と

して扱え、ということか。

■部長　病院の方はおそらく、採用当初から特

定有期雇用職員として採用していた人を「無

期で」と考えたということではないか。准職

員・時間雇用職員の無期転換とは意味が違う

と思う。

□組合（書記長）　事務系でも医事系について

は無期にという話はあったが、今回この新方

針が出たので、この方針との関係がどうなの

だろうと思った。部局が、このまま無期にし

たい、というところは、その道が本当になく

なったのか。

■部長　確認する。

□組合（書記長）　それだとがっかりするだろ

う。試験もしなければならないし、この新方

針が出て、不安に思った人たちが声を寄せて

くれたが、良くなったというよりも、ハード

ルがますます高くなったと感じている。

■部長　前までの案でも必ずしも自己申請はな

かった。その意味では、今回の案については、

まず本人申請があって始まるものとなってい

る。また、「業務限定職員（一般）」に筆記試

験があるが、教養試験を課すようなことはな

い。

（15：00　終了予定時刻）

◯継続交渉とする。

□組合（書記長）　継続交渉ということで、次

回の日程を決めて終わりにしたい。

■理事　次回の日程はまた調整させてほしい。

◯理事：文科省事務連絡の「通算 5 年到

来前の雇止めについては、個々の事案

において各国立大学法人に説明責任が

生じてくる」ことを、認識した上で新

方針を提示している。

□組合（全大教書記次長）　交渉を継続すると

いうことなので聞きたい。文部科学省から、

この無期転換ルールの問題で事務連絡があっ

た。新聞報道があり我々も事務連絡の内容を

入手した。その中で、「通算 5 年到来前の雇

止めについては、個々の事案において各国立

大学法人に説明責任が生じてくる」ことや、

また、厚生労働省の見解なども示されている。

当該事務連絡を踏まえても、今回の提案なの

か。通算 5 年到来前の雇止めについては各国

立大学法人に説明責任が生じるという文部科

学省の見解を認識した上での今回の方針提示

ということか。

■理事　はい。

◯文科省事務連絡による個々の事案での

説明責任について

□組合（支部書記長Ｏ）　ついでだから聞きた

い。

■理事　大学側の都合ではなく、組合側の都合

で今回時間がないと聞いている。

□組合（支部書記長Ｏ）　説明責任が生じるこ

ととの関係で、先ほども財政上の問題だと言

った。文科省の事務連絡によると「個々の事

案」ということだ。だから、外部資金で雇用

しているというのは一つの事案かもしれない。

運営費交付金で雇用している人についてはど

うなのか、ということも説明する必要がある。

■理事　それは見解の相違だ。説明責任がある

ということだ。

◯説明責任は「財政上の理由」を「含め

て」。それ以外は何か。

□組合（支部書記長Ｏ）　説明責任は、先程の

「財政上の理由」で説明が尽きているという

認識か。
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■理事　それも含めて。

□組合（支部書記長Ｏ）　「含めて」というこ

とが曖昧だ。「財政上の理由」以外は何か。

◯大学：法改正前から雇用上限を設けて

いたから「雇止め目的」ではない。

■部長　無期転換を免れるために雇止めという

ことではない。そもそも法改正前から雇用上

限を設けていた。そこが大きな違いだ。一般

的には、法律改正後に新たに雇用上限を設け

るケースについて、雇止め目的と言われると

認識している。

◯東北大には部局の判断で「超える更新」

があった。今でもある。しかし、大学

から「3 年を 5 年に延ばす場合のピン

ポイントに限られる」との重大発言。

次回議論することに。

□組合（支部書記長Ｏ）　東北大学の場合、か

つては「原則 3 年」で、いろんな事情で 4 年、

5 年、6 年と働いている人がいる。それ自体

は、「原則 5 年」となっても変わっていない

という説明だった。「原則 3 年」で、4 年目、

5 年目という部局判断をすることがある。そ

の部局の推薦にしたがって本部が判断する、

と。それが「原則 3 年」であり、それを「原

則 5 年」にしただけだ、ということだった。

だから、部局の判断によって延びることはあ

る、と。

■部長　はい。

□組合（支部書記長Ｏ）　部局の判断で、5 年

から先に延びることもある、と。

■部長　それはない。

■理事　労働条件通知書に上限が書いてある。

□組合（支部書記長Ｏ）　いや、それだとこの

間の交渉は不誠実交渉だ。3 年から 5 年にす

るときに、これは 3 年から 5 年に延びただけ

だから、労働者側に対して何の不利益はない、

と言っていた。

■理事　それは 3 年を 5 年に延ばすというその

判断について、ということだ。それはご確認

させていただきたい。5 年を超えるというこ

とを言っているわけではない。大きな誤解だ。

□組合（支部書記長Ｏ）　「3 年を超える」と

いうことは、かつてはありましたよね。

■理事　3 年を 5 年に延ばす場合について、そ

ういう説明をした、ということだ。そのピン

ポイントについての話であり、5 年をさらに

延ばすかどうかについてまで、それぞれの判

断になるということはない。それは、皆さん

が誤解している。

□組合（支部書記長Ｏ）　そのところはかなり

重要だ。

■理事　重要ですよね。

□組合（支部書記長Ｏ）　重要だ。

□組合（県労連議長）　それは労働契約法がで

きたからそうしたのではないか。

■理事　そうではない。それは今話題になって

いないことだ。それならば、事前に次にどん

な話題でやるかについて詰めた方が良い。

□組合（支部書記長Ｍ）　労働契約法が改正さ

れた次の年に東北大学は設定しましたよね。

一年遡ってやっている。

■理事　当初の説明と違う。皆さんの時間がな

いという話だ。あまりずるずるとやって良い

かどうか。

□組合（支部書記長Ｏ）　では、そのことは次

回にやりたい。

□組合（委員長）　本日の交渉に感謝する。い

ろんな意見があり、有意義な意見もあったと

思うので、ぜひ良い方針をつくる上で活かし

てほしい。まだ議論は尽くされていないので

次の機会に継続する。まだ方針は決定せずに、

十分に労使で議論して納得のできるものにし

ていこう。


